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第
二
十
七
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
第
二
百
八
十
三
条
第
四
項
」
を
「
第
二
百
八
十
三
条
第
三
項
」
に
改
め
、

同
条
第
四
項
中
「
第
三
条
の
二
第
十
一
項
」
を
「
第
三
条
の
二
第
十
項
」
に
、「
同
条
第
十
一
項
第
一
号
」
を
「
同
条

第
十
項
第
一
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
七
条
の
三
の
二
中「（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
九
号
）」、「（
平
成
六
年
法
律
第
百
六
号
）」及
び「（
平
成

十
年
法
律
第
七
号
）」を
削
る
。

第
二
十
七
条
の
四
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

法
第
四
十
二
条
の
四
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
金
額
は
、
当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の

計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
同
項
に
規
定
す
る
特
別
試
験
研
究
費
の
額
の
う
ち
当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
金

額
の
計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
第
六
項
第
一
号
、
第
二
号
、
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
試
験
研
究
に

係
る
同
条
第
六
項
第
六
号
に
規
定
す
る
特
別
試
験
研
究
費
の
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
か
ら
第
五
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
六
項
中
「
第
四
十
二
条
の
四
第
十
二
項
第
一
号
」

を
「
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、同
条
第
七
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、

同
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

４

法
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
規
定
は
、
租
税
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
十
六
号
）
附
則
第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を

有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
第
三
項
の
規

定
と
す
る
。

５

法
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
四
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
中
小
企
業
者
は
、
資
本
金
の
額
若
し
く
は
出

資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
法
人
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
法
人
以
外
の
法
人
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し
な
い

法
人
の
う
ち
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数
が
千
人
以
下
の
法
人
と
す
る
。

一

そ
の
発
行
済
株
式
又
は
出
資
の
総
数
又
は
総
額
の
二
分
の
一
以
上
が
同
一
の
大
規
模
法
人
（
資
本
金
の
額
若

し
く
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
を
超
え
る
法
人
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し
な
い
法
人
の
う
ち
常
時
使
用

す
る
従
業
員
の
数
が
千
人
を
超
え
る
法
人
を
い
い
、
中
小
企
業
投
資
育
成
株
式
会
社
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て

同
じ
。）の
所
有
に
属
し
て
い
る
法
人

二

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
そ
の
発
行
済
株
式
又
は
出
資
の
総
数
又
は
総
額
の
三
分
の
二
以
上
が
大
規
模

法
人
の
所
有
に
属
し
て
い
る
法
人

第
二
十
七
条
の
四
第
八
項
中
「
第
四
十
二
条
の
四
第
十
二
項
第
三
号
」
を
「
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
六
号
」

に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
こ
の
号
、
第
三
号
及
び
第
五
号
」
を
「
こ
の
項
」
に
、「
特
別
試
験
研
究
機
関
等
」を「
特

別
研
究
機
関
等
」
に
改
め
、
同
号
ロ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

ロ

国
立
研
究
開
発
法
人

第
二
十
七
条
の
四
第
八
項
第
二
号
中
「
こ
の
号
、
次
号
及
び
第
六
号
」
を
「
こ
の
項
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
及

び
第
五
号
中
「
特
別
試
験
研
究
機
関
等
」
を
「
特
別
研
究
機
関
等
」
に
改
め
、
同
項
第
七
号
中「
特
定
中
小
企
業
者
」

を
「
特
定
中
小
企
業
者
等
」
に
、「
第
十
条
第
四
項
」
を
「
第
十
条
第
二
項
」
に
、「
中
小
企
業
者
で
法
」
を
「
中
小
事

業
者
で
法
」
に
、「
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
」
を
「
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
」
に
、「
第
六
十
八
条
の
九
第
十
二
項

第
六
号
」
を
「
第
六
十
八
条
の
九
第
六
項
第
四
号
」
に
、「
の
う
ち
、
試
験
研
究
を
行
う
た
め
の
拠
点
を
有
す
る
こ
と

そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
を
い
い
」
を「（
次
号
に
お
い
て
「
中
小
事
業
者
等
」と
い
う
。）、

法
人
税
法
別
表
第
二
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
試
験
研
究
を
行
う
機
関
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
い
い
、
特

別
研
究
機
関
等
、
大
学
等
」
に
、「
及
び
当
該
法
人
」
を
「
、
当
該
法
人
」
に
改
め
、「
あ
る
他
の
者
」
の
下
に
「
及
び

当
該
法
人
が
外
国
法
人
で
あ
る
場
合
の
同
法
第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
本
店
等
」
を
、「
こ
の
号
」

の
下
に
「
及
び
次
号
」
を
、「
同
じ
。）」
の
下
に
「
の
う
ち
試
験
研
究
を
行
う
た
め
の
拠
点
を
有
す
る
こ
と
そ
の
他
の

財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
」
を
加
え
、
同
項
第
八
号
中
「
独
立
行
政
法
人
医
薬
基
盤
研
究
所
法
第
十

五
条
第
二
号
」
を
「
国
立
研
究
開
発
法
人
医
薬
基
盤
・
健
康
・
栄
養
研
究
所
法
第
十
五
条
第
一
項
第
二
号
」
に
、「
交

付
の
」
を
「
交
付
を
受
け
て
そ
の
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
九
号
と
し
、
同
項
第
七
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え

る
。八

特
定
中
小
企
業
者
等
（
中
小
事
業
者
等
に
限
る
。）か
ら
そ
の
有
す
る
知
的
財
産
権
（
法
第
四
十
二
条
の
四
第

六
項
第
六
号
に
規
定
す
る
知
的
財
産
権
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
設
定
又
は
許
諾
を
受
け
て

行
う
試
験
研
究
で
、
当
該
特
定
中
小
企
業
者
等
と
の
契
約
又
は
協
定
（
当
該
契
約
又
は
協
定
に
お
い
て
、
当
該

知
的
財
産
権
の
設
定
又
は
許
諾
の
期
間
及
び
条
件
、
当
該
法
人
が
当
該
特
定
中
小
企
業
者
等
に
対
し
て
支
払
う

当
該
知
的
財
産
権
の
使
用
料
の
明
細
（
当
該
試
験
研
究
の
進
捗
に
応
じ
て
当
該
知
的
財
産
権
の
使
用
料
を
支
払

う
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
含
む
。）そ
の
他
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
が
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。）に
基

づ
い
て
行
わ
れ
る
も
の

第
二
十
七
条
の
四
第
八
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
四
十
二
条
の
四
第
十
二
項
第
三
号
」を「
第

四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
六
号
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
第
八
号
」
を
「
第
九
号
」
に
、「
第
四
十
二
条
の
四
第

十
二
項
第
一
号
」
を
「
第
四
十
二
条
の
四
第
六
項
第
一
号
」
に
改
め
、「
次
号
」
の
下
に
「
及
び
第
四
号
」
を
加
え
、

同
項
第
三
号
中
「
第
六
項
第
三
号
」
を
「
第
二
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

前
項
第
八
号
に
掲
げ
る
試
験
研
究

当
該
試
験
研
究
に
係
る
試
験
研
究
費
の
額
の
う
ち
同
号
の
特
定
中
小
企

業
者
等
に
対
し
て
支
払
う
同
号
に
規
定
す
る
知
的
財
産
権
の
使
用
料
の
額
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
も
の

第
二
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
四
十
二
条
第
一
項
」
を
「
第
四
十
一
条
の
二
十
二
第
一
項
」
に
改
め
、

同
条
第
三
項
中
「
第
四
十
二
条
第
一
項
」
を
「
第
四
十
一
条
の
二
十
二
第
一
項
」
に
、「
第
四
十
二
条
第
三
項
」を「
第

四
十
一
条
の
二
十
二
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
六
条
の
三
十
二
と
し
、同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
外
国
金
融
機
関
等
の
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
の
証
拠
金
に
係
る
利
子
の
課
税
の
特
例
）

第
二
十
七
条

法
第
四
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
金
融
商
品
取
引
法
第
百
五
十
六
条
の

十
一
に
規
定
す
る
清
算
預
託
金
（
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。）と
す
る
。

２

法
第
四
十
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
外
国
金
融
機
関
等
（
同
条
第
四
項
第

一
号
に
規
定
す
る
外
国
金
融
機
関
等
を
い
う
。第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。）又
は
外
国
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関（
同

条
第
四
項
第
五
号
に
規
定
す
る
外
国
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
を
い
う
。
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。）は
、
国
内
金

融
機
関
等
（
同
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
内
金
融
機
関
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
、
第
四
項
及
び
第
五
項

に
お
い
て
同
じ
。）又
は
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
（
同
条
第
四
項
第
四
号
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関

を
い
う
。
以
下
こ
の
項
、
第
四
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。）か
ら
最
初
に
同
条
第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定

す
る
証
拠
金
の
利
子
（
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
利
子
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
支
払
を
受
け

よ
う
と
す
る
際
、
非
課
税
適
用
申
告
書
（
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
非
課
税
適
用
申
告
書
を
い
う
。
第
四
項
及
び

第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
、
当
該
利
子
の
支
払
事
務
を
取
り
扱
う
当
該
国
内
金
融
機
関
等
又
は
金
融
商
品
取
引

清
算
機
関
の
事
務
所
、
事
業
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
事
務
所

等
」
と
い
う
。）を
通
じ
て
（
当
該
利
子
の
支
払
事
務
が
当
該
国
内
金
融
機
関
等
又
は
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
が

有
す
る
二
以
上
の
事
務
所
等
に
よ
り
取
り
扱
わ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
二
以
上
の
事
務
所
等
の
そ
れ
ぞ
れ
に
よ
り

最
初
に
取
り
扱
わ
れ
る
際
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
務
所
等
を
通
じ
て
）
当
該
利
子
の
支
払
を
受
け
る
べ
き
日
の
前
日
ま

で
に
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

法
第
四
十
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
は
、
外
国
法
人
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
、
国
税

又
は
地
方
税
の
領
収
証
書
、
納
税
証
明
書
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
の
い
ず
れ
か
の
書
類
と
す
る
。

４

国
内
金
融
機
関
等
又
は
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
は
、
そ
の
事
務
所
等
に
お
い
て
非
課
税
適
用
申
告
書
又
は
法

第
四
十
二
条
第
八
項
各
号
に
定
め
る
申
告
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
そ
の
受
理
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
末
日

ま
で
に
、
こ
れ
ら
の
申
告
書
を
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、

か
つ
、
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
申
告
書
の
写
し
（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。）を
作

成
し
、
こ
れ
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

５

国
内
金
融
機
関
等
又
は
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
は
、
非
課
税
適
用
申
告
書
の
提
出
を
し
た
外
国
金
融
機
関
等

若
し
く
は
外
国
金
融
商
品
取
引
清
算
機
関
と
の
間
で
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
（
法
第
四
十
二
条
第
四
項
第
三
号

に
規
定
す
る
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
係
る
契
約
及
び
こ
れ
に
付
随

す
る
契
約
（
当
該
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
の
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
証
拠
金
に
係
る
も
の
に
限
る
。）が
締
結

さ
れ
た
と
き
、
又
は
当
該
非
課
税
適
用
申
告
書
の
提
出
を
し
た
者
か
ら
同
条
第
八
項
各
号
に
定
め
る
申
告
書
の
提

出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
都
度
、
各
人
別
に
、
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
事
項
を
帳
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録

し
、
か
つ
、
当
該
帳
簿
を
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

法
第
四
十
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
所
得
税
法
第
二
百
二
十
五
条
の
規

定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
財
務
省
令
で
定
め
る
。


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